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第１章 調査概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 
カンボジアでは 1975～79年のポル・ポト政権による大量虐殺によって教師や知識人らの有能な人

材はことごとく失われ、人材育成のシステムそのものが崩壊した。その後の政権によってある程度の

再興は達成されたが、量的な拡大に重点を置いたために、退学率の高さ、能力のある教師の不足等の

質的な問題を抱え込んだままである。なかでも理数科分野の人材育成については､将来的な産業の高

度化において極めて重要であるにもかかわらず､過去に支援の対象とされてこなかったこともあり、

早急な質的改善が望まれている。 
1996 年に行われたカリキュラム改訂においては、後期中等教育は他ドナーからの支援を十分受け

ることが出来ず、カンボジア政府が独自にカリキュラム･教科書策定を行った。そのため、（1）各学
年段階、高校レベルにふさわしくない難解･高度な内容が含まれている、（2）各単元間のつながり、
重要な概念の欠落、用語や記号が学年間で統一されていない、（3）記述が抽象的で、具体的な説明・
図式などが欠落しており高校生には分かりづらい内容である、（4）教科書作成プロセスでは、少人数
の執筆者が限られた知識に基づき作成しており、執筆者自身も自らの学識に不安を抱いていた、また

このような不安に対処するサポートシステムもなかった、と指摘されている。 
現在、UNICEF、USAID等を中心にカリキュラム改訂を支援する計画が進められている。JICAは、

2000年 8月から 2005年 3月まで 4年 8か月間 STEPSAMを実施しており、この成果を評価したカン
ボジア MoEYSから後期中等理数科教育分野のカリキュラム・教科書改訂に対する JICAの協力を求
めてきた。 
第一次事前評価調査では、後期中等理数科教育分野のカリキュラム、教科書、教員用指導書の改訂

支援に係る枠組みと実施体制案について協議し、調査団として教育省にレポートを提出した。 
第一次事前評価調査において教育省と協議した、プロジェクトの枠組み、実施体制を踏まえ、今回

の第二次事前評価調査の目的は以下のとおりである。 

① 協力内容について、カンボジア側関係機関と問題分析・目的分析を行い、共通のプロジェクト

コンセプトを構築する。 
② プロジェクトにて実施する具体的活動および期待される成果について関連機関と協議・設計し、

あわせてモニタリング評価の指標についても検討する。 
③ 具体的には、PDM（案）、PO（案）、投入計画（案）、R/D（案）について、教育省と合意する。 

 
１－２ 調査団の構成  

担当分野 所属先 氏名 

団長・総括 JICA人間開発部 第 1グループ 第 1チーム チーム長 佐久間 潤 

教育計画 JICA人間開発部 課題アドバイザー 林川 眞紀 

協力企画 JICA人間開発部 第 1グループ 第 1チーム 職員  十河 佳子 

プロジェクト効果分析 株式会社ブイ・エス・オー 事業部長 宮川 眞木 
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１－３ 調査日程 
2005年 4月 21日から同 5月 23日まで。 
調査日程は付属資料１のとおり。 

 

１－４ 主要面談者 
 カンボジア教育・青年・スポーツ省（MoEYS） 

H.E. Kol Pheng    Senior Minister 
H.E. Im Sethy     Secretary of State  
H.E. Pok Than     Secretary of State  
H.E. Mak Vann    Secretary of State 
H.E. Kau Nay Leang   Director General of Education  
Mr. Leang Nguonly    Deputy Director, General of Education  
Ms. Ton Sa Im     Director, Pedagogical Research Department  
Mr. In Kim Srun    Director, Publishing and Distribution House 
Ms. Kan Neary    Deputy Director, Cultural Relations and Scholarships Department 
Mr. Prak Polla     Secondary Curriculum Training Specialist 
 

 国立教育研修所（National Institute of Education：NIE） 
Dr. Im Koch     所長 
 

 MoEYS教育プログラムコーディネーター  
三浦 愛     専門家 
 

 在カンボジア日本国大使館 
作田 吉弘     二等書記官 

 

 JICAカンボジア事務所 
三次 啓都     次長 

合澤 栄美     所員 
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第２章 調査結果要約  

調査団は、2005 年 5 月 8 日から同 13 日までカンボジアに滞在し（ただし、宮川団員は 2005 年 4
月 21 日から 5 月 24 日まで）、イム・セティー長官をはじめとする教育省関係部局（PRD、 TTD、
NIE、PDH等）の関係者や教育省教育プログラムコーディネーター三浦専門家等とプロジェクト内容
に関し協議を行い、その結果をミニッツにまとめ、署名した（付属資料２）。カンボジア側と合意し

たプロジェクト概要は以下のとおりである。 
 

２－１ プロジェクトタイトル 
案件名については、カリキュラム、教科書等の改訂プロセスの改善を通じ、後期中等理数科教育の

改善に資することを目的としたプロジェクトであることから、“Project for Improving Science and 
Mathematics Education at Upper Secondary Level”とする。なお、本プロジェクトの PDM（案）につい
ては、付属資料２Annex-Iを参照のこと。 

 
２－２ プロジェクト期間 
プロジェクトの期間については、2005年 9月頃から 3年間程度とする。本プロジェクトの PO（案）

については、付属資料２Annex-IIを参照のこと。 
 

２－３ プロジェクトの主要カウンターパート機関 
本プロジェクトの主要なカウンターパート機関は、PRDと NIEである。PRDは TTD、GSED、PDH、

RUPP 等の教育省関連部局や関連機関との連携・調整を、NIE は PRD と連携しながら、具体的な教
科書、教員用指導書の執筆作業を中心的に進めていくこととする。 本来は、本プロジェクトの直接
のカウンターパート機関は、カリキュラム開発を所管するPRDと教科書作成を所管するPDHである。
しかしながら、両機関は、カリキュラム開発や教科書執筆を実際に行えるスタッフを十分に有してい

るわけではない（特に PDHは、教科書の編集、印刷、配布がその本来的な役割であり、教科書を執
筆できるスタッフを有していない）。したがって、本プロジェクトにおいてカリキュラム開発及び教

科書作成等を行う際には、NIEスタッフや RUPP教官等の教科の専門知識、経験を有した人材を中心
に、教科ごとのワーキンググループを組織し、作業を進めていく。特に、これまでの STEPSAMの協
力により、NIE のスタッフの能力強化が進んでいることから、PRD と並んで NIE が、本プロジェク
トにおいても中心的なカウンターパート機関の役割を果たすものとする。 

 
２－４ 対象科目 
本案件では、2004年 12月に教育省が策定したカリキュラム改訂の基本方針（Curriculum Policy）

をベースに、高校（G10～G12年生）の数学、物理、化学、生物のカリキュラム、教科書、教員用指
導書の開発を行う。 
なお、今回のカリキュラム改訂において導入された、“Earth and Environmental Studies（以下、「地

球・環境科」と仮訳する）”の取り扱いについては、第３章３－１に示すとおりである。 
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第３章 主な協議事項 

カンボジア側と、主な協議事項は以下のとおりである。 
 

３－１ 「地球・環境科」の取り扱い 
「地球・環境科」については、①そもそも、本教科のコンセプトおよび取り扱う教科内容について、

未だカンボジア側関係者間で十分な検討や合意形成が行われておらず、基本的な教科の枠組みに関す

る統一見解ができていないこと、②教科書等の執筆者としては、NIE に 3 名程度、PRD に 2 名程度
の専門家しかおらず、執筆体制が懸念されること、③環境学は日本においても新しい教科であり、か

つ今回カンボジア側が導入しようとしている「地球・環境科」の基本的な教科の枠組みが決まってい

ない現状では、日本側の適切な人的リソース確保の可能性についても懸念されることなどの課題があ

る。このため、本プロジェクトにおいて他の理数科目と同様のプロセスおよびタイムフレームで「地

球・環境科」のカリキュラム・教科書等の開発を進めていくことは難しいことを調査団から説明し、

「地球・環境科」は本協力の対象外とすることでカンボジア側と合意した。ただし、本教科支援の重

要性を考慮し、必要があれば、本プロジェクトにおいて「地球・環境科」の現状調査（1M/M程度を
想定）を実施することを調査団から提案し、カンボジア側もこれに同意した。また、この現状調査の

結果、そのフォローについても JICAの協力として行っていくことが適切と判断される場合には、例
えば、短期専門家の派遣等を別途検討することが可能である旨、調査団から先方に説明した。 

 
３－２ プロジェクト費用負担 
カンボジア側より JICAに対し、コンサルテーション・ミーティング（カリキュラム第一次案に基

づき、第二次案および最終案の策定のために関係者の意見やコメントを聴取すべく開催する会議で、

学校の教員等が参加する地域レベルの会議と教育省内の関連部局・機関の関係者が参加する省レベル

の会議の 2種類が想定されている）実施のための費用と教科書・教員用指導書の執筆費用（先方の現
段階での見積もり合計額は 187,022ドル）について、費用負担の要請が出された。これに対し調査団
からは、より詳しい費用の積算と内訳を今月（2005 年 5 月）末までにとりまとめ、教育省の正式な
書類として JICA事務所に提出するよう申し入れるとともに、その書類に基づいて費用分担の可能性
について継続検討・協議することで双方合意した。 

 
３－３ 著作権について 
カンボジア側より、教科書作成に伴う著作権関連の事項（著作権料が発生した場合の出版社との交

渉や支払いへの対応等）については、PDH の所長が直接の窓口となり、責任を持って対応していく
旨説明があった。調査団からは、著作権については、教科書執筆者（ワーキングループのメンバー）

が十分認識する必要があるため、カリキュラム改訂のための 3ヶ月間の本邦研修（参加者はワーキン
ググループのメンバーであり、カリキュラム改訂と教科書執筆の双方の作業の中核となる）に、著作

権取り扱いに関するプログラムを含めることを提案した。 
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第４章 調査報告 

４－１ プロジェクト実施の妥当性 
４－１－１ カンボジア教育分野の開発計画の現状とプロジェクトの位置づけ 
カンボジアでは、2003年 6月に承認された万人のための教育（Education for All：EFA）国家計画

2003-2015が、教育における最も基本的な長期戦略計画となっている。国家 EFA計画は、その上位の
国家開発計画である社会経済開発計画（SEDP）IIと貧困削減戦略計画（PRSP）において示されてい
る政策と戦略との関連のもとに策定されている。また、国家 EFA 計画に示される長期戦略計画の目
標は、より具体的な教育政策を示す教育戦略計画（Education Strategic Plan：ESP）とその行動計画で
ある教育セクター支援プログラム（Education Sector Support Program：ESSP）の実行により達成され
る仕組みになっている。 
国家 EFA 計画では、「2010 年までに、すべての子供が質の高い 9 年間の基礎教育へのアクセスを

得る」ことを第一の目標に掲げ、2003/2004 年で、純就学率について、初等教育 90.1%、前期中等教
育 21.3%、後期中等教育 13.9%を達成しており1、今後の目標達成のため、中等教育の拡充が重視され
ている。そして「ジェンダー配慮」、「就学前教育（Early Childhood Care and Development）」、「公的基
礎教育」、「ノンフォーマル教育と成人識字」、の 4分野で、目標とその実行戦略が示されている。後
期中等教育は、上記 4分野には含まれないので、これらの目標と実行戦略の中に、後期中等理数科教
育に直接関連した具体的記述は見られないが、ESPと ESSPの中で、以下のように位置づけられてい
る。 

ESP2004‐2008では、国際経済競争力を持つためには、人的資源基盤の多様化と深化が重要であり、
後期中等教育と高等教育からの質の高い卒業者を輩出することが課題であり、現実には 12歳以上の
青年の非就業、非生産性への対策としての教育･訓練を行うことが基本方針である、と述べられてい

る。さらに、青年の「教育の質と効率を改善する」ための６の主要戦略として、「教育サービスの効

率とパーフォーマンス」、「学校経営の分権化」、「持続可能なカリキュラム改革と教材供給」、「教員養

成の計画と運営の分権化」、「学校と生徒のパフォーマンスモニタリングの改善」、「高等教育の質と効

率の改善」が示され、「持続可能なカリキュラム改革と教材供給」に関連し、「財政的に持続可能なカ

リキュラム・ポリシーと授業時間の増大のための戦略の完成」、「後期中等教育を含む G1 から G12
までの、主要教科の教科書への平等なアクセスの確保」等が目標に掲げられている。 

ESP で示された政策の具体的実行プログラムである ESSP2004-2008 では、12 の優先プログラムの
1 つとして、「後期中等教育へのアクセスと公正」が設定され、後期中等教育のアクセスと質を改善
し、さらに地方部及び辺境地域から高等教育進学に十分な学力をもつ後期中等教育卒業者を増加する

ことを目指している。 
さらに、上記教育計画枠組みの中で、基礎教育と後期中等教育を対象とする「カリキュラム開発ポ

リシー2005-2009」が、2004年 12月に策定された。この中では、G3までの構成教科の簡素化、ライ
フスキル教育の導入、G5での外国語教育導入、G11と G12での教科選択制の導入など、カリキュラ
ム構造の変更が示されている。G1から G3までの変更では、指導教科数が 11教科から 5教科に削減
され、「理科」、「社会」、「歴史地理」、「芸術」が、「理科及び社会(芸術を含む)」に統合、週時間数も

                                                        
1 Education Statistics & Indicator, EMIS Center, MoEYS 
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13 時間から 3 時間に減少する。これは、この学年の生徒に対し、クメール語と算数の学習をより充
実させる意図によるものである。また、後期中等教育での選択制の導入は、生徒の履修科目数を削減

しながら、1教科･科目当りの授業数を多くし理解度を深めることを狙っている。 
このポリシーに基づき、カリキュラム開発マスタープランが策定中であり、並行して基礎教育レベ

ルにおいて、UNICEFと USAIDの支援のもと、新カリキュラムの開発が進行し、2005年末までの完
成を目指している。MoEYSは、カリキュラムの完成に続き、それに対応する新規教科書と教師指導
書の開発を、ドナーの支援を受けて進めたい意向を示している。 
基礎教育のカリキュラムが改訂されれば、それと整合する後期中等教育の新カリキュラムが必要と

なることは十分に認識されており、MoEYSによるカリキュラム開発の全体工程表には、ドナー支援
を前提として後期中等教育レベルのカリキュラム開発も明示されている2。また、現行の後期中等理

数科教育のカリキュラムと教科書は、他学年や他教科に比べ深刻な問題を抱えており3、その原因と

して技術支援の不十分さが指摘されている4。 
本プロジェクトは、現在緊急を要し、しかもMoEYSのみでは対応が困難な、後期中等理数科にお

ける質の高いカリキュラムと教科書・教師指導書の開発を支援するのみではなく、MoEYSが将来に
わたって必要に応じたカリキュラムと教科書の開発が可能になるように、その開発プロセスの改善を

目指すものである。また、STEPSAMで育成された理数科教育人材がカリキュラムと教科書開発の中
心的役割を担い、投入された実験施設や参考書が有効に活用されることが前提になっており、同プロ

ジェクトの蓄積が有効に活用されることが見込まれる。 
 

４－１－２ 教育分野の他ドナーの動向 
（１）USAID 

USAIDは、G1から G9までの基礎教育レベルで、クメール語、数学、理科、社会の主要 4科目と
新規導入されるライフスキル科を含めた教科で、カリキュラム開発支援を行っている。PRD スタッ
フを中心としたカリキュラム執筆者を契約ベースで活用し、MoEYS及び PRDのキャパシティビルデ
ィングを重視、カリキュラム開発プロセスについての助言等も行っている。 

USAID では、受け入れ政府機関の職員に対しての報酬の支払いは認められないという基本方針が
ある一方、現実には、カリキュラム執筆者として、PRD職員 24名、TTD職員 4名と契約している。
職場外、勤務時間外での執筆を原則として、成果品 1件につき 30-50ドルが支払われる。カウンター
パートへの支払いは、1 人当たり合計約 1,200 ドルが、12-15 月の期間に分散して行われる。USAID
もMoEYSもこの方法に満足しているわけではないが、時間外の作業の報酬として、妥当な額と考え
ているという。 
新カリキュラムの大枠を定めた、Minimum Standard が 2005年 3月に完成し、今年中の最終版カリ

キュラムの完成を目標としている。 
カリキュラム完成後の、教科書開発への支援は未定だが、その重要性を認識しており、そのための

長期的財源、教科書開発のアウトソーシング化、調達の地方分権化等についての調査をコンサルタン
                                                        
2 A Timeline for Activities to Implement the New Policy for Curriculum Development 2005-2009, Ver. 18 
April 2005. 
3 Reform of Upper Secondary Curriculum 2003-2008, p8, Education Sector Development Project, ADB Loan 
No.1865-CAM(SF), Sep. 2003 
4 Aide-Memoire of Mid- Term Review Mission, p6, Basic Education Textbook Project, Loan No. 
1446-CAM(SF), 25 Nov-3 Dec 1999. 
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トを雇って行う予定である。 
 

（２）UNESCO 
UNESCOは、1995年から 2000年の間、基礎教育レベルでの社会科と理科のカリキュラム開発に支

援を行ってきた。現在は、学校教育と関連では、ICT教育と芸術教育に重点を移している。前回のカ
リキュラム改革では、地学をはじめ、外国語、公民科、歴史などの教科を含まない前政権時代のカリ

キュラムの偏りを是正し、民主的社会の形成を目的とする観点を重視した前回の学校カリキュラムの

見直しに対し、支援を行った。 
地学の導入に当たっては、環境教育の視点を取り入れることを MoEYS に助言し、カリキュラム･

教科書開発のために外国の参考書を提供した。技術的な助言も行ったが、それ以上の技術支援はなか

った。 
2000 年以降は、主要教科への支援を終了し、主に環境教育支援のプログラムを実施してきた。国

内教育関係者対象のセミナー開催による啓発とネットワーク作り、海外での環境教育関連セミナーへ

のカンボジア関係者の派遣、環境教育推進のセミナー等は今後とも重視するとのことで、本案件にお

ける、地球・環境科に関連した活動（セミナー等）への連携に関心を示している。 
ICT教育では、オーストラリアとの協力のもと、指導員の派遣により、基礎教育教員養成校の教官

のトレーニング支援を行っている。2002 年から実施され、すでに約 400 名の教官がトレーニングを
受け、各教員養成校では、トレーニングを受けた教官により、週に 2 回の ICT の授業が行われてい
る。UNESCO 所蔵のソフトウェアや無料のソフトウェアを積極的に利用しているが、ソフトの運搬
は通信状況が良くないので主に CDをもちいている。ただし、ICT教育の学校への普及は、予算の制
約、クメール語ソフトがないこと、通信環境が良くないこと等から、相当難しいと予測されている。 
また、2005 年から学校教育での芸術教育への支援を開始し、各芸術分野から代表者を集め、芸術

教育の普及方法や、カリキュラムのあり方やアセスメントの方法についての検討会を行っている。す

でに芸術教科の教師用ガイドブックのドラフトが出来上がり、予算がつけば出版できる状態にある。 
 

（３）UNICEF 
UNICEF は、基礎教育において、カリキュラム開発、子供に優しい学校づくり、MoEYS のキャパ

シティビルディングの 3分野で支援を行っている。 
 前回のカリキュラム改訂から、積極的に支援を続け、現行のカリキュラム・ポリシーの開発では、

カリキュラムに関するセミナー、会議の開催、RI（Research Institute, PDRの前身）の建物修復、図書
室、コンピューター、行政官のキャパシティビルディング等を行い、カリキュラム作成では、カリキ

ュラム委員会、カリキュラム執筆者、教科書執筆者に対し、技術面と報酬の支払い、関係者のキャパ

シティビルディングについて支援を行った。さらに、教員に対して、カリキュラムについてのオリエ

ンテーションを行った5。 
今回のカリキュラム改訂では、コンサルタント（Garry Ovington氏、Prak Polla氏）をMoEYSに派

遣し、カリキュラム開発ポリシーとマスタープランの作成、クメール語、数学、理科、社会科の主要

4教科のカリキュラム開発を支援し、カリキュラム執筆者に対し、執筆謝金、旅費等の支払いも行っ
ている。今年 12月に予定されているカリキュラムの完成後は、その普及のための教員トレーニング

                                                        
5 Curriculum Development Project in Cambodia, Oleg Popov, UNICEF/Sida, 1998 
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やワークショップを計画している。 
教科書開発については、MoEYSの基本方針としての「教科書開発ポリシー作成」への支援をMoEYS

へ持ちかけており、正式要請を待っている状態である。なお、教科書開発ポリシー完成の後、G1 の
み、印刷までを含まない形での教科書開発の支援を想定している。 
子供に優しい学校づくりでは、6 つの州の約 200 の小学校で、学習の質、安全、健康、地域参加、

ジェンダーの 5つの側面から、子供重視の考えを進めていく取り組みをしており、このうち学習の質
を最も重視している。 
キャパシティビルディングでは、PRD 職員に対し、コンピューター操作技術向上、英語力向上、

優先行動計画（Priority Action Program：PAP）予算の仕組みと執行方法についての理解、などのテー
マで講習を行っている。 
 

４－２ プロジェクト内容 
４－２－１ カリキュラム・教科書改訂の進め方 

（１）カリキュラム 

① ワーキンググループの編成 
数学、物理、化学、生物の各教科・科目ごとに、選定基準に基づいて、10人（数学）、または 6人

（物理、化学、生物）のメンバーを選出し、ワーキンググループを編成する。グループのメンバーは、

日本人専門家のアドバイスのもと、実際にカリキュラムの作成と教科書・指導書の執筆・編集作業を

行う。カリキュラム・教科書開発のプロセスの検討も行う。 
選定基準として、教科の専門性と英語力を重視する。PDHと PRDは、執筆に限らず、カリキュラ

ム･教科書の承認手続きやプロジェクト運営でのカンボジア側費用負担などに強く関わることが予想

されるので、これらからのメンバーの選定では、編集経験とともに、局内での影響力も考慮されるこ

とが望ましい。 
 

② カリキュラム開発プロセスの検討 
実行委員会でワークショップを開催、現行カリキュラムの開発プロセスを見直し、問題点を改善し、

本プロジェクトで採用するための開発プロセスを策定する。 
 

③ 現行カリキュラムの見直しと外国カリキュラム等の分析 
ワーキンググループにおいて、現行カリキュラムの問題点を洗い出し、同時に、外国カリキュラム

の分析により、世界の理数科教育の傾向を理解する。また、基礎教育レベルの改訂カリキュラムとの

整合性も考慮して、新カリキュラムの方向性や改善点を検討する。なお、世界の理数科教育の傾向を

理解するために、外国の教科書の構成等も分析する。新カリキュラムの方向性と様式については、本

邦研修の開始までに、EMAB（議長：カーナリヤンMoEYS教育総局長）の了解を取ることが望まし
い。 

 
④ カリキュラム案の作成 
各ワーキンググループから、基準を満たす特に有能な 2-3人が、本邦において日本人専門家の支援

を受けながら、カリキュラム案の作成に当たる。カリキュラム案は、③で得られた、方向性や改善点

に沿ったものとし、外国のカリキュラムや、教科書の目次構成を参考にしながら作成する。カリキュ
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ラム案は後期中等教育レベルでのその教科・科目の目標、単元の設定意義、単元ごとの最低学習到達

目標、習得が期待される知識と技術、学習内容、標準授業回数、他単元との関係、配慮すべき事項等

を含むものとする。本邦研修で作成された案をカンボジアに持ち帰り、ワーキンググループ内で再検

討する。 
 

⑤ カリキュラム案の承認 
カリキュラム案が、EMABの承認を得るために必要な作業として、学校レベルとMoEYSの関連部

局レベルの 2つのレベルでコンサルテーションを受け、必要に応じ、それらを反映した案の修正を行
う。 

 
⑥ カリキュラム開発プロセスの総括 
実行委員会で、本プロジェクトにおける、後期中等理数科教育のカリキュラム開発プロセスを総括

し、次回以降のカリキュラム改訂作業で採用すべきプロセスを報告書としてまとめる。 
  

（２）教科書･教師指導書 

① 執筆の方法 
各教科ワーキンググループのメンバーが、グループ内で調整を取りながら、日本人専門家の支援を

受け執筆･編集を行う。外国の教科書を参考にし、STEPSAM による補助教材の活用も考慮に入れ、

カリキュラム及び編集方針に基づき、G10、G11、G12 の順に作成する。また、日本人専門家の支援
を受けるため、英語版ドラフトを完成させた後、翻訳してクメール語版を作成する。 

 
② 現行教科書･教師指導書の分析と見直し 
現行教科書・教師指導書と比較した場合の質の向上を図るため、これらの分析と見直しを行う。こ

の作業は、本邦研修に参加しないワーキンググループメンバーも参加し、本邦研修とカンボジアで同

時に行い、本邦研修終了後その成果を共有する。この作業と並行して、各教科で、参考とする外国教

科書を選定する。 
 

③ 参考書の選定と出版権承諾に関する手続き 
翻訳または参考にする外国語の教科書を、出版権問題を考慮のうえ選定する。日本人の技術支援の

もと執筆作業が行われることから、英語で書かれたものであることが望ましい。USAID/CBEプロジ
ェクトで参照した外国の理数科カリキュラム・教科書も参考にする。必要に応じ、その出版社と交渉

し、出版権に関する手続きを行う。学校教育目的の出版と商業目的の出版では出版権料が異なるなど、

出版権の扱いは複雑であり、かつプロジェクト終了後の責任も伴う。責任の所在を明確にするために

も、出版権者との交渉は PDHの責任で行うものとする。 
 

④ 教科書･教師指導書の開発プロセスの検討と編集方針の決定 
教科書と教師指導書について、前回の開発プロセスを見直したうえで、プロセス（作業工程）、目

次構成、書式、様式、全体と部分のページ数、執筆分担等を、各ワーキンググループ内で決定する。

作業工程と編集方針は、学年ごとの作業が終了するたびに行い、改善を目指す。 
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⑤ 教科書･教師指導書案の学校での試行 
学年単位の教科書･教師指導書ドラフトの完成までに、試行を数回行い、試行結果を取り入れた修

正を行う。 
 

⑥ 教科書･教師指導書の承認 
学年ごとに完成した教科書･教師指導書の最終ドラフトを、EMABに提出し承認を申請する。 
 

⑦ カリキュラム開発プロセスの総括 
実行委員会で、本プロジェクトにおける、後期中等理数科教育の教科書開発プロセスを総括し、次

回以降の教科書改訂作業で採用すべきプロセスを報告書としてまとめる。 
 

４－２－２ 地球・環境科について 
後期中等教育の新カリキュラムにある、「地球・環境科（Earth and Environment Studies）」は、1996

年のカリキュラム改革で初めて導入された地学を起源としている。当時、RI で新カリキュラムの検
討が行われたが、地学の委員は全員が地理の専門家であり、教科書執筆者も同様であった。その委員

会では、UNESCO のアドバイザーが、外国の地学カリキュラムを紹介したり、教科書執筆者への助
言を行ったりした。しかし、当時執筆者は、質の高い教科書を作るためには、外国からの技術支援は

不十分だったと述べている6。 
地学の教員養成は、RTTC及び NIEで 2000年から始まったばかりで、専門に訓練を受けた中等教

育教員の数は十分ではない。教員養成の開始が遅れた原因の一つとして、2000年までに、第 12学年
（最終学年）の教科書が準備できなかったことがあげられている。彼らを養成する RTTC 及び NIE
等の高等教育機関の専門教員の数はさらに不十分で、生物学や地理学等を専門とする教員が指導に当

たっている。また、全国の高校では、地学を指導する教員 1,257 人中（2003 年）の約 55％のみが地
学専攻であり、85%以上の割合で専門教員がつく他の理数教科と比べ、専門教員が指導する割合が小
さい7。RUPP には、環境学部があり、その卒業生が NIE の地学科へ進み、将来の地球・環境科の教
員になることが期待されるが、環境学部の卒業生は教員よりも待遇のよい他の業種を選ぶ傾向が強い

のが実情である。 
一方、新カリキュラムにおける、地球・環境科についての認識は、カンボジア側の中で十分に固ま

っていない。PRD局長からは、その科目の内容は、地球科学そのものではなく、「地学と環境学習の
単なる足し合わせ」でもない、地学のトピックそれぞれに環境の視点を取り入れるもので、環境教育

の要素が大きいもの、との説明があったが、PRD のカリキュラム担当者からは、同様の説明は得ら
れなかった。また、ミニッツ協議の場で、「環境への支援が難しければ、地学だけでも支援してほし

い」というような、環境分野と地学分野の分離が可能であるような発言もあった。 
したがって、本プロジェクトの運営を考えると、地球・環境科については、①本教科のコンセプト

や取り扱う教科内容について、未だカンボジア側関係者間で十分な検討と合意形成が行われておらず、

基本的な教科の枠組みに関する統一見解ができていないこと、②教科書等の執筆者としては、NIEに
3人程度、PRDに 2人程度の専門家しかおらず、執筆体制が懸念されること、③環境学は日本におい

                                                        
6 Earth Science’s Situations in Secondary Education In Cambodia, Sep 2004, NIE, Dept. of Earth Science 
7 GSEDによる説明。 
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ても新しい教科であり、かつ今回カンボジア側が導入しようとしている地球・環境科の基本的な教科

の枠組みが決まっていない現状では、日本側の適切な人的リソース確保の可能性についても懸念され

ること、などの課題がある。 
このため、本プロジェクトにおいて他の理数科目と同様のプロセスおよびタイムフレームで地球・

環境科のカリキュラム・教科書等の開発を進めていくことは難しいことを調査団から説明し、地球・

環境科は本協力の対象外とすることでカンボジア側と合意した。ただし、本教科支援の重要性を考慮

し、必要があれば、本プロジェクトにおいて地球・環境科の現状調査（1M/M程度を想定）を実施す
ることを調査団から提案し、カンボジア側もこれに同意した。また、こうした現状調査の結果、その

フォローについても JICAの協力として行っていくことが適切と判断される場合には、例えば、短期
専門家の派遣等を別途検討することが可能である旨、調査団から先方に説明した。 

 
４－２－３ カリキュラム、教科書等の承認手続き、期間について 
本案件が対象とする、後期中等理数科教育(数学、物理、化学、生物)のカリキュラム、教科書等の

承認手続きについて、カンボジア側から以下のように提案があった。なお、これは、あくまでも現時

点でのカンボジア側の案であり、今後これに基づいて、プロジェクト内で詳細の手続き、流れについ

て協議しながら、進めていくこととなる。 
 

（１）カリキュラム（第 1ドラフト完成後、承認までの期間：約 3.5ヶ月） 
① 第 1ドラフト完成。 
② 地域カリキュラム・コンサルテーション・ミーティングの開催 
 （州レベルで、教育関係者から、カリキュラムドラフトについての意見を聞く会議）。 

 都会（Urban）州、地方（Rural）州、辺境（Remote）州、から各 2州、計 6州で 
開催する。 

 1 回のミーティングでは、数学、物理、化学、生物の 4 セッションを設け、州から、各セッ
ション、教員 4人、教科主任 4人、校長 1人、指導主事 1人の計 10人が参加する。 

 1回のミーティングの開催期間は 3日とする。 
 会場は、地方教員養成校または州教育事務所とする。 

③ コンサルテーション・ミーティングで得た意見を参考にして、第 1ドラフトの修正（第 2ドラ
フトの完成）。 

④ 第 2ドラフトについてのMoEYS内関係部局とのコンサルテーション。 
⑤ 第 2ドラフトの修正。 
⑥ MoEYS（学校教材承認委員会、EMAB）によるカリキュラムの承認。 

 
（２）教科書・教師指導書（EMABが最終ドラフトを受理してから承認までの期間：1-2週間。最終ド

ラフト作成までに、学校での試行と修正が条件となっている。試行は、章単位で数回実施する） 
② 教科書と教師指導書第 1ドラフトの完成。 
③ 学校での試行実施。 

 プノンペン、地方州、辺境州の各 1校、計 3校で実施する。 
 NIEで、試行実施校の教員へオリエンテーションを実施する。 
（ただし、地方での試行であれば、実施校の教員を NIEに招いてオリエンテーションを実施
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するよりも、試行の直前にワーキンググループメンバーが実施校でオリエンテーションを実

施するほうが経済的と考えられるため、検討が必要） 
 ドラフト執筆者が試行現場に行き、試行状況を観察する。 
 試行結果が、ワーキンググループにフィードバックされる。 

④ 第 1ドラフトの修正（第 2ドラフトの完成）。 
⑤ MoEYS（学校教材承認委員会、EMAB）による教科書・教師指導書の承認（1-2週間）。 

 

４－３ プロジェクトの実施体制 
４－３－１ カウンターパート体制 
本プロジェクトの実施体制は、付属資料 2ミニッツ本文の II及び ANNEX-IVに示されたとおりで

ある。 
カンボジア側のプロジェクト全般にわたる最高責任者であるプロジェクト・ディレクターを

MoEYS次官イム・セティー氏とし、そのもとで、教育総局長カーナリヤン氏がプロジェクト実施に
関わる技術面と運営面の責任者であるプロジェクト・マネージャーとして対応に当たる。プロジェク

ト・マネージャーのもと、PRD、PDH、TTD、GSED、NIE、RUPPの関係 6部局・機関のスタッフで
構成する実行委員会（Implementation Committee）が組織される。実行委員会には、教科ごとのワーキ
ンググループが設置され、各教科のカリキュラムと教科書・教師指導書はワーキンググループで作成

される。この実行委員会がカウンターパート機関となる。 
本来は、プロジェクトの直接のカウンターパート機関はカリキュラム開発を所管する PRDと教科

書開発を業務とする PDHとなるべきであるが、両機関は、後期中等理数科教育のカリキュラム開発
及び教科書執筆を実際に行えるスタッフを十分に有してはいない。したがって、実際にカリキュラム

開発及び教科書執筆を行う際には、関係部局から人材を集め、教科ごとのワーキンググループを組織

し、作業を進めていくことが適切である。これまでの STEMSAM の協力により、NIE のスタッフの
能力強化が進んでいることから、PRD、RUPPと並んで、NIEからの有力スタッフの参加が期待され
る。PRDは、実行委員会の運営に必要な、各部局・機関の調整を行い、NIEは、PRDとの協力の下、
関連する実験などの技術的な作業を担当する。 

PRD は、管理課、カリキュラム課、初等教育教科書課、中等教育教科書課、テスト評価課、クメ
ール化課で構成され、PDH は、管理課、企画課、編集局、指導教具課、印刷所、配送課の 6 部門を
持つ。 
なお、カリキュラム・教科書開発には、地方のコンサルテーション・ミーティングや学校現場での

試行が必要とされ、これらを含め、全体の作業を円滑に進めていくためには、TTD 及び GSED 等の
部局との情報共有や調整等が不可欠である。したがって、PRD と NIE が中心となって、これらの調
整を行うことがあわせて期待される。 

 
４－３－２ 予算措置 
日常の発生する経費、執筆料等、承認料、著作権料等の教科書開発に関わる経費、実行委員会運営

にかかる経費等は、カンボジア側が負担することが、ミニッツで確認され、5 月 11 日にカンボジア
側から、教科書・教師指導書開発にかかる執筆料の見積りが示された（下表 1参照）。 
この試算は、ページ数を、現行教科書のページ数に、カリキュラム変更による週授業時間数の増加

を比例させて増加させたもので、「選択制にすることで 1教科あたりの授業時間数を増加させ理解度
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を高める」というカリキュラム・ポリシーの方針に反し、現実性に欠けている。印刷段階でのコスト

負担を軽減するためにも、編集基本方針としてページ数に上限を設定するのが妥当と考えられる。仮

に、教科書、指導書のページ数を全教科 150 ページ（現行 G11 化学教科書は 153 ページ）に設定す
れば、執筆料の合計は、9 万ドル以下となる（150×2×12 種×24 ドル=86,400 ドル）。また、1 枚あ
たりの単価 24ドルの根拠も不明確なものであった。カンボジア側に、これらを指摘し、ミニッツの
合意に従い、教育省として承認された根拠を伴った改定見積書の提出の確認をした。ただし、執筆料

の支払い根拠として、前回の教科書開発での UNICEF の支払い実績を基にしたものが提出される可
能性があり、提出されるものが根拠として不十分であれば、再度請求する必要性が出てくると考えら

れる。 
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表１ 教科書・教師指導書執筆料試算 (MoEYS) 
 2005/05                              （ ）内は、筆者修正値 

 

教科 学年 ページ数 執筆料（US$） 
  教科書 指導書 

執筆単価 
Page/$ 教科書 指導書 合計 

数学 １ 252 246 24 6,048 5,904 11,952
理科 １ 453 516 24 10,872 12,384 23,256

基礎数学 
２ 214 210 24 5,146

(5,136)
5,050 10,195

(10,176)

上級数学 
２ 429 421 24 10,291

(10,296)
10,099 

(10,104) 
20,390

(20,400)

物理 
２ 218 215 24 5,242

(5,232)
5,148 

(5,160) 
10,390

(10,392)
化学 ２ 312 302 24 7,488 7,248 14,736
生物 ２ 312 312 24 7,488 7,488 14,976

基礎数学 
３ 214 210 24 5,146

(5,136)
5,050 

(5,040) 
10,195

(10,176)

上級数学 
３ 429 421 24 10,291

(10,296)
10,099 

(10,104) 
20,390

(20,400)

物理 
３ 218 215 24 5,242

(5,232)
5,148 

(5,160) 
10,390

(10,392)
化学 ３ 312 302 24 7,488 7,248 14,736
生物 ３ 312 312 24 7,488 7,488 14,976

合計 
 3,675 3,682 88,229

(88,200)
88,354 

(88,368) 
176,582

(176,568)
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第５章 留意事項 

５－１ プロジェクト費用負担について 
上述のとおり、プロジェクト費用のうち、コンサルテーション・ミーティングの開催費用および教

科書・教員用指導書の執筆料（現時点での見積もり合計額は 187,022 米ドル）の負担を要請された。
これらの費用は、原則としては「カ」側が負担すべきものと考えられるが、教育省が負担できないこ

とは明らかであり、JICA 側が可能な範囲でその負担を検討することは不可欠と考えられる。したが
って、「カ」側から正式な費用見積もりが提出された後、具体的な負担の範囲について検討・合意形

成していく必要がある。 
 

５－２ 合同調整委員会、実行委員会のメンバーリストについて 
R/D 署名までに、合同調整委員会（Joint Coordination Committee）、実行委員会（Implementation 

Committee）のメンバーを決定する必要があるため、カンボジア側にメンバーリストの作成を依頼し
た。なお、第一次事前評価の際に、本プロジェクトのプロジェクト・ディレクターは PRDを所管す
る教育省長官（現時点ではイム・セティー氏）、プロジェクト・マネージャーは教育総局長（現時点

ではカーナリヤン氏）とすることで、カンボジア側と基本合意済みである。 
 

５－３ プロジェクトオフィスについて 
第一次事前評価調査の際には、STEPSAMにおいて建設した NIEの理数科実験棟をプロジェクトオ

フィスとして使用することとしていたが、今回の調査の際に、PRD 内にもプロジェクトオフィスを
設置してほしいとの要請が出された。このため、NIE の理数科実験棟と PRD の施設の双方をプロジ
ェクトでは活用していくことで教育省と合意したが、両オフィススペースをどのように使い分けてい

くかという点については、プロジェクト開始までに整理しておく必要がある。 
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技術協力プロジェクト「カンボジア後期中等理数科教育改善計画」第二次事前評価調査

官団員 コンサルタント（カンボジア）

4月 18日 月 国内作業
19日 火 国内作業

20日 水 国内作業

1 21日 木 成田発⇒カンボジア着

2 22日 金 JICA事務所打合せ

3 23日 土 資料整理

4 24日 日 資料整理

5 25日 月 AM: 教育省（H.E. Koue Nay Leang, Mr. Prak Polla)との打合せ

PM: *PRDとの協議、*PDHとの協議

6 26日 火 AM: *NIEとの協議、王立プノンペン大学との協議

PM: 中等教育局との協議、教員養成局との協議

7 27日 水 AM: USAIDとの打合せ、UNESCOとの打合せ

PM: PCMワークショップの準備

8 28日 木 PCMワークショップの開催

9 29日 金 PCMワークショップの開催

10 30日 土 PDM/PO案、事前評価表案の作成

11 5月 1日 日 PDM/PO案を事務所、本部に提出

12 2日 月 PDM/PO案修正

13 3日 火 　　〃

14 4日 水 　　〃

15 5日 木 教育省にPDM案、PO案説明

16 6日 金 　　〃

17 7日 土 資料整理

18 8日 日 成田発⇒カンボジア着 官団員到着後ミーティング

19 9日 月
AM: 事務所表敬、教育省表敬（H.E. Im Sethy, H.E.
Pok Than, H.E. Mak Vann)

官団員・教育省との協議

PM: 教育省（H.E. Koeu Nay Leang, Mr. Pral Polla, Ms.
Ton Sa Im)との協議

20 10日 火 AM: NIEとの協議 　　〃

PM: 教育大臣表敬（H.E. Kol Peng)、M/M準備

21 11日 水 AM: 教育省とのM/M協議 　　〃

PM: M/M改訂

22 12日 木 AM: M/M署名 　　〃

PM: JICA事務所報告、在カンボジア日本大使館報告

23 13日 金
（佐久間団長、十河）カンボジア発⇒ラオス着
（林川団員）カンボジア発⇒

資料整理

24 14日 土 （林川団員）⇒成田着 R/D、業務指示書案、投入計画案の検討

25 15日 日 　　〃

26 16日 月 　　〃

27 17日 火 事務所との打合せ、教育省との打合せ、追加情報収集等

28 18日 水 　　〃

29 19日 木 　　〃

30 20日 金 JICA事務所への報告

31 21日 土 資料整理

32 22日 日 資料整理

33 23日 月 カンボジア発⇒

34 24日 火 ⇒成田着

25日 水 国内作業

26日 木 国内作業

27日 金 国内作業

カンボジア休日 *PRD: Pedagogical Research Department
*NIE: National Institute of Education
*PDH: Publishing and Distribution House
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